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問 国保税の負担軽減について問う。国
保制度改善強化全国大会で「国保加入者
の所得水準が低く、構造的な問題を抱え
ている。これ以上の負担は極めて困難である。」と
いう宣言に町の評価を問う。
 副町長　本大会では、市町村国保は高齢者や低所

得者が多く、医療費が高い等、構造的な問題を抱

えているため、公費投入の拡充を要望している。

問 令和 3 年度の国保決算について問う。

 副町長　実質的な赤字となっており、一般会計か

ら法定外繰り入れをしている。

問 国保への公費投入を 1984 年当時の 45％補助

率に戻すよう、政府に要望せよ。

 副町長　実公費拡充については、本町も地方 6団

体の一員として引き続き要望していく。

問  学校給食法11条は、学校給食の食材費は保護者

が負担するという規定になっているが、自治体が保

護者に補助することを禁止した趣旨ではないこと

が、国会論戦で明らかになった。町の見解を問う。

 教育長　国、県の方も無償化負担軽減という部分

については、市町村も含めていろいろな展開や施

策、それから知恵を働かせていきたいというのは

同じ意見である。基本的には国が解決すべき、デ

ニー知事も施策を練っている。町としても非常に

期待している。
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学校給食の無償化と負担軽減について問う

問 津嘉山区画整理の進捗状況を伺う。
 副町長　事業費ベースで令和３年度末時点で進捗

状況が 81.9％となっている。

問 津嘉山区画整理周辺の信号、横断歩道
は適正か。
 副町長　現場を確認したところ、横断

歩道が設置されていない箇所や、表示が薄れてい

る横断歩道が見受けられた。与那原署へ要請書を

提出していく。

問 クロネコヤマト側の北、南の進行信号機にも右
折信号の設置要請を。
 まちづくり振興課長　ご指摘の場所も要請に向け

て進めていく。

横断歩道のない交差点（ユニオン横）

問 マイナンバーカードの普及で申請書の簡素化が
できないか。
 企画財政課長　今後の実施予定として、行政手続

きのオンライン化、保育所申し込み、児童手当の

現況届、妊娠届出の子育て関係の申請手続き、ま

た転入転出等のワンストップの実施を予定してい

る。

問 マイナンバーカードを活用し物価高騰支援の
3,000 円商品券を電子ポイントへできないか。
 企画財政課長　町内事業者自体がキャッシュレス

の決済に対応できているか課題があり、今後先進

事例を調査研究していく。
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マイナンバーカードで申請の簡素化を

① 年齢構成が高く、医療費水準が高い
・ 65～74歳の割合：国保（３５．６％）、健保組合（２．８％）

・ 一人あたり医療費：国保（３２．５万円）、健保組合（１４．６万円）

② 所得水準が低い
・ 加入者一人当たり平均所得：国保（８３万円）、健保組合（２０２万円（推計））

・ 無所得世帯割合：２３．１％

③ 保険料負担が重い
・加入者一人当たり保険料／加入者一人当たり所得

市町村国保（１０．３％）、健保組合（５．６％） ※健保は本人負担分のみの推計値

④ 保険料（税）の収納率低下
・収納率：平成１１年度 ９１．３８％ → 平成２６年度 ９０．９５％

・最高収納率：９５．２５％（島根県） ・最低収納率：８６．７４％（東京都）

⑤ 一般会計繰入・繰上充用
・市町村による法定外繰入額：約３,８００億円 うち決算補てん等の目的 ：約３,５００億円、
繰上充用額：約９００億円（平成２６年度）

⑥ 財政運営が不安定になるリスクの高い小規模保険者の存在
・１７１６保険者中３０００人未満の小規模保険者 ４７１ （全体の１／４）

⑦ 市町村間の格差
・ 一人あたり医療費の都道府県内格差 最大：2.7倍（北海道） 最小：1.1倍（富山県）

・ 一人あたり所得の都道府県内格差 最大：22.4倍（北海道） 最小：1.2倍（福井県）
・ 一人当たり保険料の都道府県内格差 最大：3.7倍（長野県）※ 最小：1.3倍（長崎県）
※東日本大震災による保険料（税）減免の影響が大きい福島県を除く。

１．年齢構成

２．財政基盤

３．財政の安定性・市町村格差

① 国保に対する財政支援の拡充

② 国保の運営について、財政支援
の拡充等により、国保の財政上の
構造的な問題を解決することとし
た上で、

・ 財政運営を始めとして都道府県

が担うことを基本としつつ、

・ 保険料の賦課徴収、保健事業の

実施等に関する市町村の役割が

積極的に果たされるよう、
都道府県と市町村との適切な役割
分担について検討

③ 低所得者に対する保険料軽減措
置の拡充

市町村国保が抱える構造的な課題と

社会保障制度改革プログラム法における対応の方向性
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